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 インドネシア政府は、再生可能エネルギーの利用拡大を促す努力を続けています。近時も規制緩和のため、2018 年エネル

ギー・鉱物資源大臣規則第 49 号(以下、「MEMR 規則 49/2018」といいます。)に代わる、公共の利益のための電力供給事業免許

保有者の電力網に接続された屋上太陽光発電に関する 2021 年エネルギー・鉱物資源大臣規則第 26 号(以下、「MEMR 規則

26/2021」)を制定しました。 

 MEMR 規則 26/2021 は、インドネシアにおける電力網に接続された屋上太陽光発電に関する様々な規定を定めており、屋上太

陽光発電の建設、設置、運営、検討及び試験を対象としています。MEMR 規則 26/2021 は、電力網に接続されていない屋上太陽

光発電所については対象としていませんが、少なくともインドネシアの再生可能エネルギーベースの電力供給、特に屋上太陽光

発電の利用を促進する契機となるものです。 

 

 以下の比較表で示されているように、MEMR 規則 26/2021 は、MEMR 規則 49/2018 と比べて、民間企業に屋上太陽光発電の

利用を促すことを目的とした画期的な規制緩和措置を導入しています。 

 

 以下の比較表では、屋上型太陽光発電に関する旧規制と新規制の主な差異又は変更点を解説しています。 

 

No. 事項 
旧規則 

(MEMR 規則 49/2018) 

新規則 

(MEMR 規則 26/2021) 

1.  利用者の範囲 PLN2の顧客が設置する屋上太陽光発電の

み。 

PLN の顧客だけでなく、公共の利益のた

めの電力供給事業免許(以下「IUPTLU」

といいます。)保有者 3が設置する屋上太

陽光発電も含みます。 

2.  建設・設置の認可 承認申請： 

利用者がPLNに提出し、写しを EBTKE4局長

及び電力局長に送付します。 

承認申請： 

利用者が IUPTLU 保有者に提出し、写し

を EBTKE 局長及び電力局長に送付しま

す。 

                                                   
1 提携事務所所属 

2  PT Perusahaan Listrik Negara (Persero)、インドネシアの国営電力会社。 

3 PLN ではなく IUPTLU 保有者による電源供給は、特に IUPTLU 保有者が唯一の電力供給者である工業団地において一般的に行

われています。 

4 新・再生可能エネルギー及び省エネルギー総局(Energi Baru Terbarukan dan Konservasi Energi、以下「EBTKE」といいます。)。 

アジアニューズレター 2021 年 10 月 21 日号 

インドネシア：屋上太陽光発電に関する規制緩和とインセンティブ付与 

mailto:y.yoshimoto@nishimura.com
https://www.nishimura.com/ja/attorney/0163.html
mailto:Rjenie@wplaws.com
https://www.nishimura.com/ja/attorney/2007.html
mailto:rseptiawedi@wplaws.com
https://www.nishimura.com/ja/attorney/2031.html
https://www.nishimura.com/ja/attorney/2031.html


 

 

Ⓒ Nishimura & Asahi 2021 
 

- 2 - 

No. 事項 
旧規則 

(MEMR 規則 49/2018) 

新規則 

(MEMR 規則 26/2021) 

認定/拒否通知期限： 

申請から 15 営業日。 

認定/拒否通知期限： 

申請から 5 営業日。 

3.  最大容量 接続されている電源容量の 100%。 - PLN の顧客の場合： 

接続された電力容量の 100%。 

 

- PLN 顧客以外の場合： 

IUPLTU 保有者が設定した閾値に基

づき決定されます。 

4.  過剰電力に関するネット・

メータリング 
顧客は PLN の電力網に供給された余剰電

力の 65%まで繰り越しができます。 

顧客は、PLN の電力網又は IUPTLU 保

有者の電力網に供給された余剰電力全

額(100%)を繰り越すことができます(電力

料金の削減につながります)。 

5.  統合電子サービス・報告シ

ステム (「統合電子システ

ム」) 

規定がありません。 エネルギー・鉱物資源省は、ライセンス

供与プロセスを簡素化し、より透明性を

高めるため、統合電子システムを設立し

ます。 

 

統合電子システムは 2022 年第 1 四半期

までに稼働する見込みで、屋上太陽光シ

ステムの建設と設置のためのオンライン

申請が可能になります。 

6.  炭素取引 規定がありません。 顧客と IUPTLU保有者との間の炭素取引

が認められ、詳細はエネルギー・鉱物資

源省が定める規制の中で規定される予

定です。 

7.  天気予報データ 規定がありません。 3MW 以上の発電容量を持つ顧客は、

スーパーバイザリー・コントロール・アン

ド・データ取得(SCADA)システム、又は関

連する IUPTLU保有者が所有する流通ス

マートグリッドに天気予報データベースを

提供する必要があります。 

 

 MEMR 規則 26/2021 の制定は一般的には前向きに捉えられていますが、インドネシア政府が PLN 及び IUPTLU 保有者の利益

と屋上太陽光発電を行う顧客の利益のバランスをどのように取ろうとするか注視する必要があります。当事務所は、状況を継続

的かつ綿密に検討しておりますので、進捗がありましたらアップデートします。 
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本ニューズレターは、インドネシアの独立の事務所であり、西村あさひ法律事務所と提携関係にある Walalangi & Partners と共同で作成しています。 

 

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。 

 

西村あさひ法律事務所 広報室 E-mail  

https://jurists.smktg.jp/public/application/add/33
https://www.nishimura.com/ja/newsletters
mailto:newsletter@nishimura.com
mailto:newsletter@nishimura.com
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